
 

 

相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金交付要綱 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、不登校児童生徒のそれぞれの状況に応じた居場所・学びの場

の確保につなげることを目的として、市がフリースクール等に通う児童生徒の保

護者等に対し補助金を交付することについて、相模原市補助金等に係る予算の執

行に関する規則(昭和４５年相模原市規則第２３号)に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。 

 (定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１）不登校児童生徒 学校教育法(昭和２２年法律第２６号)第１８条に規定する

学齢児童及び学齢生徒のうち、何らかの心理的、情緒的、身体的又は社会的要

因・背景により、在籍校に登校しない又はしたくともできない状態にある者を

いう。 

（２）フリースクール等 不登校児童生徒の将来の社会的自立を目的として、生活

習慣の改善指導、学習支援及び相談・指導等を行う通所型の民営施設をいう。 

（３）補助金適用施設 第１８条第３項の規定により市が登録したフリースクール

等をいう。 

（４）保護者等 不登校児童生徒の親権者又は当該不登校児童生徒が通所している

フリースクール等に利用料等を納入している者をいう。 

(補助対象者) 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、保護者等のうち、次の各号のいずれにも

該当する者とする。 

（１）在籍校及び市の相談機関に対し、必要に応じて当該不登校児童生徒の情報を

提供することができる者 

（２）当該不登校児童生徒の様子や本補助金の申請に係る情報等について、市、在

籍校及び利用している補助金適用施設が相互に情報共有することに同意する者 

（３）市税の滞納がない者 

(補助対象経費) 

第４条 補助の対象となる経費は、不登校児童生徒が市内に住所を有し、かつ補助

金適用施設に通所した月の利用料、実習費及び教材費等とする。 



 

 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる費用は補助対象経費に含まない。 

（１）障害児通所支援に係る費用及びこれに付随する費用 

（２）本補助金以外の補助を受けている、又は受ける見込みがある費用 

（３）消費税及び地方消費税 

（４）その他市長が補助対象経費として不適当と認める費用 

(補助金の額及び補助金の限度額) 

第５条 不登校児童生徒１人当たりの補助金の額は、前条に規定する補助対象経費

の合計額とし、１月毎に２万円を上限とする。 

２ 前項の規定により算定した額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てるものとする。 

 (補助対象者情報の事前登録) 

第６条 補助金の交付を申請しようとする者は、第８条に規定する交付の申請及び

実績報告に先立ち、補助対象者情報の事前登録申請を行わなければならない。た

だし、年度中に複数回の交付の申請及び実績報告をする場合は、初回の交付の申

請前の事前登録のみで足りるものとする。 

２ 市長は、前項に規定する補助対象者情報の事前登録申請があったときは、速や

かに事前登録者台帳に記載するとともに、申請した者に受付番号を通知するもの

とする。 

 (在籍校及び補助金適用施設への情報提供) 

第７条 市長は、前条の規定により事前登録者台帳に記載した不登校児童生徒に関

する情報を、当該不登校児童生徒の在籍校及び補助金適用施設に提供するものと

する。 

(交付の申請及び実績報告) 

第８条 補助金の交付を申請しようとする者は、相模原市フリースクール等利用児

童生徒支援事業補助金交付申請書兼実績報告書(第１号様式。以下「申請書等」

という。)に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）補助金適用施設と保護者等の間の契約内容が分かるもの 

（２）相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金施設利用確認書兼補

助対象経費報告書(第２号様式) 

（３）相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金同意書兼誓約書(第

３号様式) 



 

 

２ 前項の申請書等は、次の各号に掲げる補助対象経費の区分に応じ、当該各号に

定める期間に提出するものとする。ただし、市長が特別な理由があると認めると

きは、この限りでない。 

（１）４月から９月までの利用料等 １０月１日から同月末日までの期間 

（２）１０月から翌年３月までの利用料等 ３月１日から同月末日までの期間 

 (交付の決定及び補助金の額の確定等) 

第９条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、当該申請に係る書

類を審査し、必要に応じて現地調査等を行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査に当たり、必要があると認めるときは、補助金

の交付の申請をした者(以下「申請者」という。)に対し追加資料の提出及び報告

等を求めることができる。 

３ 市長は、第１項の規定による審査等の結果、補助金を交付すべきものと認めた

ときは、速やかに補助金の交付を決定するとともに、交付すべき補助金の額を確

定し、相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金交付決定通知書兼

額確定通知書(第４号様式)により申請者に通知するものとする。 

４ 市長は、第１項の規定による審査等の結果、補助金を交付しないことを決定し

たときは、相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金不交付決定通

知書(第５号様式)により申請者に通知するものとする。 

 (交付の請求) 

第１０条 申請者は、前条第３項の規定による通知を受けた場合において、補助金

の交付を受けようとするときは、相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事

業補助金交付請求書(第６号様式)を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書が適正であると認めるときは、請求書に記載された金融

機関口座への振込みにより補助金を交付するものとする。 

(申請の取下げ) 

第１１条 申請者は、第９条第３項の規定による通知を受けた場合において、当該

通知に係る補助金等の交付の決定内容に不服があるときは、受理した日から１０

日を経過する日までに文書をもって申請の取下げをすることができる。 

 (交付決定の取消し) 

第１２条 市長は、補助金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 



 

 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）法令又はこの要綱に違反したとき。 

（３）誓約事項に違反したとき。 

（４）その他補助金を交付することにつき市長が不適当と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定による取消しをしたときは、相模原市フリースクール等利

用児童生徒支援事業補助金交付決定取消通知書(第７号様式)により、補助金の交

付の決定を受けた者に通知するものとする。 

 (補助金の返還) 

第１３条 市長は、第１１条の規定による申請の取下げがあった場合又は前条第１

項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金が交

付されているときは、相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金返

還命令通知書(第８号様式)により、補助金の交付を受けた者に当該補助金の全部

又は一部の返還を命ずるものとする。 

 (事後調査等) 

第１４条 市長は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた者に対し、

現地調査等を行うことができる。 

 (補助金適用施設の登録基準) 

第１５条 市長が、補助金適用施設として登録することができるフリースクール等

は、次の各号のいずれにも該当する施設とする。 

（１）フリースクール等として１年以上の活動実績があること。 

（２）原則として週に１回以上開所し、主に学校の課業時間内に不登校児童生徒  

の受入れができること。 

（３）不登校児童生徒やその保護者等に対して、不登校児童生徒の社会的自立に向

けた相談支援を適切に行うことができる人員を配置していること。 

（４）保護者等に対し、パンフレットやホームページ等を通じて、入学費や利用料

等の経済的な負担について、適切に情報提供を行っていること。 

（５）業務上、知り得た不登校児童生徒等の個人情報について適切に管理できる体

制を整備していること。 

（６）障害児通所支援事業を実施している施設にあっては、当該事業及び施設に係

る情報に関し、これらを所管する機関と市が共有することについて同意できる

こと。 



 

 

（７）次条に規定する協力事項について適切に対応できること。 

（８）市長が補助金適用施設として不適当と認める事項がないこと。 

(補助金適用施設の協力事項) 

第１６条 補助金適用施設は、次に掲げる事項に協力しなければならない。 

（１）市又は在籍校の要請により不登校児童生徒に関する必要な情報を提供するな

ど、市及び在籍校と連携を図ること。 

（２）不登校児童生徒の毎月の通所状況や活動内容等を、在籍校に報告すること。 

（３）相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金施設利用確認書兼補

助対象経費報告書(第２号様式)を、補助金を申請しようとする保護者等に対し

交付すること。 

（４）市から要請があった場合、市による現地調査等に協力すること。 

 (補助金適用施設の登録申請) 

第１７条 フリースクール等を運営する者が、当該施設を補助金適用施設として登

録しようとするときは、相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金

適用施設登録申請書(第９号様式)に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

（１）施設概要、利用料等が分かるもの 

（２）施設従事者(スタッフ)名簿 

（３）学校との連携内容が分かる書類 

２ 当該年度の補助金適用施設として登録を受けようとする者は、１月３１日まで

に、前項に規定する登録申請を行うものとする。 

(補助金適用施設の登録) 

第１８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類を

審査し、現地調査等を行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査に当たり、必要があると認めるときは、申請を

した者に対し追加資料の提出等を求めることができる。 

３ 市長は、第１項の規定による審査等の結果、補助金適用施設として登録すべき

ものと認めたときは、相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金適

用施設登録決定通知書(第１０号様式)により、申請をした者に通知するものとす

る。 

４ 市長は、第１項の規定による審査等の結果、補助金適用施設として登録しない



 

 

ことを決定したときは、相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金

適用施設不登録決定通知書(第１１号様式)により、申請をした者に通知するもの

とする。 

５ 第３項に規定する補助金適用施設の登録は、原則として次年度以降に引継ぐも

のとする。 

 (補助金適用施設の登録変更、休止及び廃止) 

第１９条 補助金適用施設を運営する者は、登録の内容に変更が生じたときは、速

やかに相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金適用施設登録変更

届(第１２号様式)を市長に提出しなければならない。 

２ 補助金適用施設を運営する者は、補助金適用施設の登録を休止又は廃止すると

きは、速やかに相模原市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金適用施設

登録休止・廃止届(第１３号様式)を市長に提出しなければならない。 

 (補助金適用施設の登録取消し) 

第２０条 市長は、補助金適用施設が第１５条に規定する基準を満たさなくなった

ときは、第１８条第３項の規定による登録を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により補助金適用施設の登録を取り消したときは、相模原

市フリースクール等利用児童生徒支援事業補助金適用施設登録取消通知書(第１

４号様式)により、当該施設を運営する者に通知するものとする。 

(委任) 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等について必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

(施行期日等) 

１ この要綱は、令和７年８月１日から施行する。 

(令和７年度における特例) 

２ 令和７年度に限り、第８条第２項本文の規定の適用については、同条ただし書

の規定を適用し、４月から９月までの利用料等に係る申請書等は、１０月１日か

ら１１月１５日までの期間に市長に提出するものとする。 

 


